
至　平成30年３月31日
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国立大学法人東京芸術大学

差　　　額

（決算－予算）

 収入 　 　 　

運営費交付金 4,868 4,892 24 （注３）

施設整備費補助金 1,099 799 △ 299 （注１１）

補助金等収入 241 376 135 （注４）

大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 22 22 0

自己収入 2,200 3,238 1,037

授業料、入学金及び検定料収入 2,057 2,147 89 （注５）

財産処分収入 -                   769 769 （注１５）

雑収入 142 321 178 （注６）

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 553 1,318 764 （注７）（注８）

目的積立金取崩 -                   267 267 （注９）

計 8,984 10,914 1,929

 支出

業務費 7,068 7,357 289

教育研究経費 7,068 7,357 289 （注１）（注１０）

施設整備費 1,121 821 △ 299 （注１４）

補助金等 241 379 138 （注１２）

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 553 1,219 665 （注２）（注１３）

大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 -                   381 381 （注１６）

計 8,984 10,160 1,175

収入－支出 -                   754 754

○損益計算書の計上金額と決算金額の集計区分の相違の概要

　　　　　役員人件費　　　  　     71 百万円

　　　　　教員人件費　　　　   4,092 百万円

　　　　　職員人件費　　     　1,065 百万円

　　　　　教育経費　　　　　 　    154 百万円

　　　　　研究経費　　　　　　   　137 百万円

　　　　　教育研究支援経費       21 百万円

　　　　　教員人件費　　　           22 百万円

　　　　　職員人件費　　　　　　      3 百万円

　　　　　一般管理費　　　　　　      9 百万円

（注１）損益計算書に計上されている役員人件費、教員人件費及び職員人件費は、決算報告書上、教育研究
経費に含めて表示されています。その概要は以下のとおりであります。

（注２）寄附金に係る経費は、固定資産取得に係るものを除き損益計算書上、それぞれの経費として計上されて
いますが、決算報告書上、産学連携等研究経費及び寄附金事業費等に表示されています。その概要は以下
のとおりであります。

平成29年度　決算報告書

　　　　　　　 （単位：百万円）

区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考



○予算と決算の差異について

（注１６）（注１５）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が381百万円多額となってお
ります。

（注１１）施設整備費補助金については、繰越を行ったため、予算金額に比して決算金額が299
百万円少額となっております。

（注６）雑収入については、入場料収入等の増加により、予算金額に比して決算金額が178百
万円多額となっております。

（注７）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託研究費等の受入増加のた
め、予算金額に比して決算金額が764百万円多額となっております。

（注１０）教育研究経費については、目的積立金の取崩等により、予算金額に比して決算金額
が289百万円多額となっております。

（注９）目的積立金取崩については、予算段階では予定していなかった事業を実施したため、
予算金額に比して決算金額が267百万円多額となっています。

（注３）運営費交付金については、追加配分された金額を含んでいるため、予算金額に比して
決算金額が24百万円多額となっております。

（注５）授業料、入学金及び検定料収入については、在籍者数の増加により、予算金額に比し
て決算金額が89百万円多額となっております。

（注４）補助金等収入については、予算段階では予定していなかった補助金の交付を受けたこ
とにより、予算金額に比して決算金額が135百万円多額となっております。

（注８）産学連携等研究収入及び寄附金収入等の予算では、特許権及び版権に係る収入が予
算金額として4百万円計上されておりますが、決算においては雑収入に決算金額3百万円を計
上しており、その差額は0百万円であります。

（注１３） （注７）に示した理由等により、予算金額に比して決算金額が665百万円多額となって
おります。

（注１２）（注４）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が138百万円多額となっており
ます。

（注１４） （注１１）に示した理由により、予算金額に比して決算金額が299百万円少額となってお
ります。

（注１５）財産処分収入については、売却額の確定により、予算金額に比して決算金額が769百
万円多額となっております。
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